
令和４年度佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい経営状況からの

回復を図るため、デジタル技術等の新たな技術を用いて、新しい生活様式に対応し

た商品・サービスの開発、販売及び業務の管理などの事業活動を行うことにより、

生産性の向上に積極的に取り組む中小企業者等に対し、佐賀市デジタル技術活用推

進支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、佐賀市補助

金等交付規則（平成１７年佐賀市規則第６４号。以下「規則」という。）に定める

もののほか必要な事項を定めるものとする。 

（補助事業者） 

第２条  補助金交付の対象となる事業者（以下「補助事業者」という。）は、次の各

号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 市内に本店を有する中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２条

第１項に規定する中小企業者 

(2) 市税の滞納がないこと。 

(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）第２条第１項に規定する風俗営業を行う者でないこと。 

(4) 次に掲げる各号のいずれにも該当しないこと。 

 ア 令和２年度佐賀市中小企業・小規模企業生産性向上推進事業補助金又は令和 

３年度佐賀市中小企業・小規模企業生産性向上推進事業補助金の交付を受け 

た者 

イ 国立大学法人、地方独立行政法人その他の法人税法（昭和４０年法律第３４

号）第２条第５号に規定する公共法人 

  ウ 店舗型性風俗特殊営業その他の風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特

殊営業を営む者及び店舗型性風俗特殊営業を営む者から委託を受けて当該営

業の営業所において客に接する業務の一部を行う者その他の同条第１３項に

規定する接客業務受託営業を行う者 

  エ 政治団体 

  オ 宗教上の組織又は団体 

  カ アからオまでに掲げる者のほか、第１条に規定する趣旨に照らし、適当でな 

いと市長が判断する者 

２ 補助事業者は、自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当するもので

あってはならない。 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７



７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。） 

(2) 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(3) 暴力団員ではなくなった日から５年を経過しない者 

(4) 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える

目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接

的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

(6) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(7) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

（補助金の交付） 

第３条 補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、別表第１の

とおりとする。 

２ 補助事業を実施する補助事業者に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 

３ 補助事業の実施にあたっては、佐賀市中小企業・小規模企業振興条例（令和２年

３月２４日条例第２号）の趣旨を踏まえ、市内事業者への発注に努めなければなら

ない。 

４ 本事業の実施期間は、事業実施年度の２月末日までとする。 

（補助金の対象経費及び補助率等） 

第４条  補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表第

２のとおりとする。 

２ 補助率及び補助金の上限額は、別表第１のとおりとする。 

３ 補助金を計算する場合において、その額に千円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り捨てるものとする。 

４ 補助事業者は、国若しくは地方公共団体又は民間団体から、委託事業の受託又は

事業に対する助成金等の交付決定を受けているとき、当該事業において対象経費と

されているものについては、補助金の補助対象経費とすることはできない。 

５ 補助対象経費は、消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地

方消費税相当額のうち、消費税法(昭和６３年法律第１０８号)の規定により仕入れ

に係る消費税額として控除できる部分の額及び当該額に地方税法(昭和２５年法律

第２２６号)の規定による地方消費税の税率を乗じて得た額の合計額をいう。以下

同じ。）を除くものとする。 

（補助事業の交付申請） 

第５条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、佐賀市デ

ジタル技術活用推進支援事業補助金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」

という。）に実施要領に定める書類を添えて市長に提出しなければならない。 



２ 申請者は、第１項の規定による交付申請書の作成において必要経費を算出すると

きは、見積合わせ等による価格競争を行うなど、経費節減に努めること。 

３ 第１項の規定により交付申請書を提出するときは、補助対象経費から消費税等仕

入控除税額を減額しなければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除

税額が明らかでないものについては、第４条第５号の規定に関わらず、この限りで

ない。 

（補助事業の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による交付申請があったときは、当該申請に係る書類の

審査等により、補助金の交付を決定するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定したときは、その決定の内容及びこれに付した条件

を佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号。以下

「交付決定通知書」という。）により、申請者に通知するものとする。 

３  市長は、第５条第２項のただし書きによる交付の申請がなされたものについて

は、補助金に関する消費税仕入控除税額等について、補助金の額の確定において減

額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

（補助事業等の変更） 

第７条  補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、佐賀市デジタル技術

活用推進支援事業補助金交付変更申請書（様式第３号。以下「変更申請書」という。）

に第５条第１項各号に掲げる書類を添えて市長に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

(1) 補助事業に要する予算を変更しようとするとき。 

(2) 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

(3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 前項の規定に関わらず、次に掲げるものについては、市長の承認を要しないもの  

とする。 

(1)  変更後の補助対象経費の額が、変更前の補助対象経費に比して２０パーセント

以内の減額変更をするとき。 

(2)  物品の購入等について、同等の機能を有するものに変更しようとするとき。 

(3)  前２号に掲げるもののほか、軽微な変更と認められるもの。 

３ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業の遂行

が困難となったときは、遅滞なく市長に報告してその指示を受けなければならない。 

４ 市長は、第１項の変更申請書の提出があったとき、又は前項の報告があったとき

は、佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付変更通知書（様式第４号）に

より交付決定の内容を変更することができる。 

（実績報告） 

第８条  補助事業者は、補助事業の実績を報告しようとするときは、佐賀市デジタル



技術活用推進支援事業補助金実績報告書（様式第５号。以下「実績報告書」という。）

に実施要領に定める書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２  前項の実績報告書の提出期限は、補助事業の完了又は中止若しくは廃止の日から

３０日を経過した日又は補助年度の２月末日のうちいずれか早い日までに行わな

ければならない。 

３ 第６条第３項の適用を受けた補助事業者は、第１項の実績報告書を提出するとき

は、補助対象経費から消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第９条  市長は、前条の規定により実績報告を受けた場合において、その内容を審査

し、適当であると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、佐賀市デジタル

技術活用推進支援事業補助金確定通知書（様式第６号）により補助事業者に通知す

るものとする。 

（補助金の交付） 

第１０条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、佐賀市デジタル技

術活用推進支援事業補助金交付請求書(様式第７号)を市長に提出しなければなら

ない。 

（財産処分の制限） 

第１１条 規則第１７条ただし書に規定する市長が定める期間（以下「処分制限期間 」

という。)は、補助事業が完了した日の翌日から起算して当該補助事業に係る機械

装置等（以下「補助機械装置」という。）について減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）が定める耐用年数（以下「耐用年数」と

いう。）を経過する日までの期間とする。 

２ 補助事業者は、処分制限期間において補助機械装置を処分しようとするときは 、

財産等処分承認届出書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

（財産処分の場合の納付金） 

第１２条  前条第２項の場合において、補助事業者は、交付された補助金の額に 補

助機械装置の処分の日の翌日から処分制限期間の末日までの年数（１年未満の端数

の期間は切り捨てるものとする。）を乗じ、かつ、耐用年数で除して得た額に相当

する額（補助事業が完了した日後処分の日までの間に補助機械装置の修理等のため

補助事業者が負担した経費がある場合は、これに相当する額を控除した額。以下「納

付金」という。）を市に納付しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助機械装置を市に譲り渡した場合その他特別の事情

がある場合は、市は納付金の全部又は一部の納付を免除することができるものとす

る。 

（関係書類の整備） 

第１３条  補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類のほか、補



助事業により取得した財産を記載した台帳を整備し、補助事業が完了した日の属す

る年度の翌年度から５年間これらを保管しなければならない。 

（財産の管理） 

第１４条  補助事業により取得した財産は、前条の規定により整備した財産台帳をも

って適正に管理し、財産の処分に際しては、規則第１７条を遵守しなければならな

い。 

（報告の徴収） 

第１５条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助事業実施後

の成果について報告を求めることができる。 

附  則 

 この要綱は、令和４年５月２日から施行する。 

 

  



別表第１ 

事業内容 補助率 補助上限額 

中小企業者が行うデジタル技術を活

用した生産性向上に資する取組に関

する事業 

補助対象経費の２分の

１以内 
５０万円 

 

 

 

 

別表第２ 

経費区分 内容 備考 

報償費 専門家謝金 

※業務委託における専門家謝金につ

いては、報償費から除外。委託費にて

対応すること。 

旅費 

（費用弁償） 
専門家旅費 

※業務委託における専門家旅費につ

いては、報償費から除外。委託費にて

対応すること。 

備品購入費 

補助事業のために使用する機械・装

置、工具・器具、専用ソフトウエア・

情報システムの購入に要する経費 

※機械設置費については、備品購入費

から除外。委託料にて対応すること。 

委託料 

事業実施のためにかかるコンサルテ

ィング費用 

システム設計・構築費、機器設置・設

定作業費 

※機器等の保守業務委託経費は補助

対象経費外。 

その他 その他市長が必要と認める経費 

※補助事業のために使用する機械・装

置、工具・器具、専用ソフトウエア・

情報システムの使用料に要する経費

は補助対象経費外。 

  



様式第１号（第５条関係） 

 

佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金 

交付申請書  

 

年  月  日  

 

  （宛先）佐賀市長  

 

申請者 住所 

                 氏名               （※） 

（団体の場合は，団体名及び代表者名） 

（※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人 

（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

 

 佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付要綱第５条の規定により、次のと

おり申請します。  

 

補 助  

年 度  

令和４年度  

補助事業  

の名称  

デジタル技術活用 

推進支援事業  

補助事業等の目的及び内容    

補 助 事 業 等 の 対 象 経 費  円  

交 付 申 請 金 額  円  

補 助 事 業 等 の  

完 了 予 定 年 月 日  

年   月   日  

添 付 書 類 

事業計画書、収支予算書、誓約書、 

法人等の登記事項証明書等の写し、 

市税に滞納がないことの証明、 

導入経費に係る見積書、仕様が分かる書類 

 



様式第２号（第６条関係） 

 

                             佐市工第   号  

  年 月  日  

 

佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金 

交付決定通知書  

 

       様  

佐賀市長      印  

 

     年  月  日付けで申請のあった補助金の交付については、次の

とおり決定したので佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付要綱第６

条第２項の規定により通知します。 

 

補 助 年 度  令和４年度  

補助事業  

の名称  

デジタル技術活用 

推進支援事業  

補 助 事 業 等 の  

目 的 及 び 内 容  

 

交 付 決 定 額               円  

交 付 条 件   

 

  



様式第３号（第７条関係） 

 

佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金 

交付変更申請書  

 

  年  月  日  

 

  （宛先）佐賀市長  

 

申請者 住所 

                 氏名               （※） 

（団体の場合は，団体名及び代表者名） 

（※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人 

（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

 

 

    年  月  日付け 佐市工第   号補助金の交付決定を受けた

補助事業について、佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付要綱第７条

第１項の規定により、次のとおり申請します。  

 

補 助 年 度  令和４年度  

補助事業  

の名称  

デジタル技術活用 

推進支援事業  

補 助 事 業 等 の  

変 更 の 内 容  

 

補 助 対 象 経 費  

（変更前）  

（変更後）  

（差 額）  

変 更 の 理 由   



様式第４号（第７条関係） 

 佐市工第    号  

  年  月  日  

 

佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金 

交付変更通知書  

 

       様  

佐賀市長      印  

 

 

       年  月  日付けで申請のあった補助金等の交付決定内容

については、佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付要綱第７条第４項

の規定により、次のとおり変更したので通知します。  

 

補 助 年 度  令和４年度  

補助事業  

の名称  

デジタル技術活用 

推進支援事業  

補 助 事 業 等 の  

変 更 の 内 容  

 

変 更 後 の 交 付  

決 定 金 額  

 

変 更 後 の  

交 付 条 件  

 

変 更 の 理 由   

 

  



様式第５号（第８条関係） 

 

佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金 

実績報告書  

 

  年  月  日  

 

  （宛先）佐賀市長  

 

申請者 住所 

                 氏名               （※） 

（団体の場合は，団体名及び代表者名） 

（※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人 

（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

 

事業等の実績について、佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付要綱

第８条の規定により、次のとおり報告します。  

 

補 助 年 度  令和４年度  

補助事業  

の名称  

デジタル技術活用 

推進支援事業  

補助事業等の完了年月日  年   月   日  

補助金等の交付決定金額  円  

補 助 金 等 の 既 交 付 金 額  円  

補助事業等の経費精算額

の う ち 補 助 対 象 金 額  

円  

添 付 書 類  

事業実施報告書、収支決算書、成果報告書、 

補助対象経費の契約額を証明する書類の写し（契約

書、請求書等の写し）、補助対象経費の支払いを証明

する書類の写し（領収書等の写し）、取得財産管理台

帳の写し、事業実施を確認できる写真  

 

  



様式第６号（第９条関係） 

 佐市工第    号  

  年  月  日  

 

佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金 

確定通知書  

 

       様  

佐賀市長      印  

 

年  月  日付けで実績報告のあった補助事業等については、次のとおり

補助金等の額を確定したので、佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付要綱

第９条の規定により通知します。  

 

補 助 年 度  令和４年度  

補助事業  

の名称  

デジタル技術活用 

推進支援事業  

補助金等の交付決定金額  円  

補助事業等の経費精算額

の う ち 補 助 対 象 金 額  

円  

補助金等の交付確定金額  円  

 

  



様式第７号（第１０条関係） 

 

佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金 

交付請求書  

 

  年  月  日  

 

  （宛先）佐賀市長  

申請者 住所 

                 氏名               （※） 

（団体の場合は，団体名及び代表者名） 

（※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人 

（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

 

佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付要綱第１０条の規定により、

次のとおり請求します。  

 

補 助 年 度  令和４年度  

補助事業  

の名称  

デジタル技術活用 

推進支援事業  

補助金等の交付決定金額  円  

補助金等の交付確定金額  円  

交 付 請 求 金 額  円  

今回請求後の未請求金額  円  

振 込 先  

金 融 機 関 名 

銀行 信金 

農協 漁協     店 

信組 

口 座 番 号 当座・普通 

（フリガナ）  

口 座 名 義 人  

 



様式第８号（第１１条関係） 

 

佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金 

財産等処分承認届出書  

  年  月  日  

  （宛先）佐賀市長  

申請者 住所 

                 氏名               （※） 

（団体の場合は，団体名及び代表者名） 

（※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人 

（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

 

令和 年度佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金により取得した財産を、

下記のとおり処分したいので、佐賀市デジタル技術活用推進支援事業補助金交付要綱

第１１条第２項の規定に基づき、下記のとおり申請するとともに、同要綱第１２条第

１項に基づき算出した額を納付いたします。 

補 助  

年 度  

年度  

処 分 制 限  

期 間  

年  経 過 年 数  年  

取 得 財 産 の 品 目  

※取得財産管理台帳から今回処分する機器名を記載 

 

取 得 年 月 日  年   月   日  

取 得 価 格 （ 税 抜 き ）  円  

処 分 予 定 年 月 日  年   月   日  

処 分 価 格 （ 税 抜 き ）  円  

納 付 金 額 （ 税 抜 き ）  円  

処 分 の 方 法  

転用  ・  有償譲渡  ・  無償譲渡  ・  無償貸付  ・  

抵当権の設定  ・  取壊又は廃棄  

処 分 の 理 由   

  【添付書類】処分価格の積算資料、納付金額の積算資料 

補助金交付決定通知書及び補助金確定通知書の写し 


